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１　施策の目的と指標
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② 千万円
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単位 数値区分 H27年度 H28年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

見込み値 2,399 2,399 2,399 2,399 2,399 2,399

実績値 2,399 2,399 2,399 2,399 2,010

見込み値 1,656 1,656 1,656 1,656 1,656 1,656

実績値 1,656 1,656 1,656 1,656 1,414

見込み値

実績値

目標値 - - - - 690 700 710 720 730

実績値 622 650 665 659 625

目標値 - - - - 530 540 550 560 570

実績値 448 477 510 464 457

目標値 10.7 10.2 9.2 8.7 13.6 13.6 13.6 13.6 13.6

実績値 13.2 12.5 13.6 11.7 11.9

目標値

実績値

①

②

③

④

５　予算等の推移 ※当初予算。骨格予算の年度は６月補正後

-

460

9.7

13.2

３年度

91

476,890

①施策を取り巻く状況変化 （対象や根拠法令等は、今後（～R6年度末を見越して）どのように
変化するか？）

・農業従事者の高齢化と担い手不足が進み農産物の生産量低下が見込まれる。
・遊休農地の比率が増加傾向にあり、優良農地の面積減少が見込まれる。
・近年農産物の出荷方法において、個人出荷が数多く見受けられる。
・森林環境譲与税を活用した私有林整備が計画的に進められる。

①市民（市民、事業所、地域、団体）の役割 （住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティ
が共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

・農家は、農産物の生産量を増やし、高品質の農産物を生産する。
・農家は、生産した農産物の販路拡大に努める。
・農地の所有者は、農地の荒廃化を防ぐ。
・市民は、地元農産物を積極的に購入する。
・関係機関は、できるだけ多くの販路を拡充し、農産物のブランド化に取り組む。

②行政（市、県、国）の役割 （協働を進めるため市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がや
るべきこと）

・農業生産性向上に繋がる支援に取り組む。
・農産物の高品質化とブランド化を推進する。
・農地の保全と有効利用を推進する。
・森林の保全に取り組む。

②関係者からの意見・要望 （この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からど
んな意見や要望が寄せられているか？）

・新規就農者への支援充実
・農業後継者への支援充実
・遊休農地解消への支援と利活用

JA南アルプス市における農
産物の販売実績

92関連事業本数

区分 ６年度

-

632

前期基本計画 後期基本計画

農家戸数（農林業センサス）

経営耕地面積（農林業センサス）

農業収入

JA南アルプス市における農産物の販売実績

遊休農地比率

H29年度指標名

対
象
指
標

B
経営耕地面積（農林業セン
サス）

千万円

％

②

成果指標設定の
              考え方

（成果指標設定の理由）

農産物の販売状況を示す／市内農家の多くはJA南アルプス市に出荷しており、その販売実績が増えることは、市内農家の農業所得の向上につながるので、成
果指標とした。

　成果指標の
           測定方法

　（どのように
　実績値を把握するか）

農業収入の状況を示す／市内農家の農業所得が向上することが意図であるため、「農業収入」を成果指標とした。なお、「農業所得」だと控除すべき項目を引い
てマイナスとなる税申告が多いため、「農業収入」とした。

耕作放棄地面積÷（耕作放棄地面積＋経営耕地面積）×100

JA南アルプス市の１年間の農産物の販売額

税務課の当該年度の課税データ「農業収入」の総額

農地の保全状況を示す／農地が農地として適切に利用・保全されていれば、遊休農地は減る（増えない）ので、成果指標とした。
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農林業の振興

農林土木課、農業委員会事務局
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ha

千万円

（３）対象指標（対象の大きさを表す指標）

（４）成果指標（意図の達成度を表す指標）

A）農業所得が向上する
B）農地として適切に保全される

（１）対象（誰、何を対象としているのか）　※人や自然資源等

（２）意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

施策関連課名

A）農業生産者（農家）
B）農地

① 農業収入

２　指標等の推移

成
果
指
標 ③

④

遊休農地比率

A

C

農家戸数（農林業センサス）

　目標設定の考え方・理由（可能性と必然性）

市内農家の農業収入は近年増加傾向が見受けられるが、前期基本計画の実績値では各年で増減が見受けられ平均値で１．２億円の増が確認されている、後期基本計画では積極
的PRを推進し自然環境等の影響に伴う生産量の増減を考慮に入れる中、目標値には毎年１億円を加算する。

JA南アルプス市の販売実績では近年増加傾向が見受けられるが、前期基本計画の実績値では各年で増減が見受けられ平均値は１．５憶円の増が確認されている、後期基本計画で
は新たな販路の拡充を推進し自然環境等の変化に伴う収入の影響を考慮に入れる中、目標値には毎年１憶円を加算する。

市の農業委員が毎年現地調査を実施し算出する「耕作放棄地面積÷（耕作放棄地面積＋経営耕地面積）×100」を基本に目標値を設定するが、近年増加傾向が継続しているため
前期基本計画最終年度の数値を後期基本計画の目標値に設定し、維持を基本とし保全に取り組む。

２年度 ４年度 ５年度

３　施策の役割分担

４　施策の状況変化・住民意見等
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６　施策の成果水準とその背景 施策名：

７　基本計画期間における施策方針

８　施策の目標達成のための基本事業の今年度（R3年度）の取組（事務事業）状況・今後の課題と次年度（R4年度)の方針

1

2

3

シート２農林業の振興

かなり低い成果水準である

どちらかといえば低い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかといえば高い成果水準である

かなり高い成果水準である

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

〇農業収入及びＪＡ南アルプス市における農産物の販売実績ともに、例年に比べ低い数値であった。
これは主力のモモとブドウが病害の影響を受けたことがその要因である。
〇遊休農地比率については、横ばい状態が継続している。

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

　　※背景・要因と考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

（３）他団体比較（近隣他市、県・国との比較など）

今年度（R3）の取組（事務事業）状況及び今後の課題

（１）目標達成度（目標値との比較）

目標より低い実績値だった

どちらかといえば目標より低い実績値だった

目標より高い実績値だった

成果がかなり低下した

成果がどちらかといえば低下した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかといえば向上した

成果がかなり向上した

どちらかといえば目標より高い実績値だった

目標どおりの実績値だった

◆取組
・令和２年度実施の櫛形地区の森林意向調査の結果を踏まえ、モ
デル的に２ｈａの森林整備（間伐等）を実施。
　（櫛形地区　対象者数１７２名、筆数５６６筆、面積１６７．７２ｈａ）
　（回答結果　回答者数１５７名、筆数５００筆、面積１４７．００ｈａ）
・甲西地区の民有林の人工林を対象に、森林意向調査を実施。
　（対象者数：８６名、筆数：１８０筆、面積：２７．２２ｈａ）
◆課題
・現況山林部分に農地（「畑」）が介在しているが、現段階では登記
地目農地は森林整備の対象とならないため一体整備が困難。

〇ＪＡ全農やまなしが令和２年度に取り扱った果実の販売量は、「過去10年間で最少」との新聞報道が
あった。
モモはせん孔細菌病の流行、ブドウは長雨の影響で巨峰・ビオーネなどの黒系品種を中心に晩腐病が
発生したことがその要因との内容であった。本市においても同様に、主力であるモモ、ブドウの病害による
落ち込みが販売量の減少につながった。
〇遊休農地比率について、農業委員会点検評価データ（全国農業会議所公表）を基に、再生可能な荒
廃農地（Ａ分類農地）が市内の農地全体に占める割合を県中北管内の平均値と比較すると、本市の方が
2.6ポイント優位であった。（本市7.7％、県中北管内10.3％（平均））

〇農業収入及びＪＡ南アルプス市における農産物の販売実績ともに目標値を大きく下回った。
ＪＡ南アルプス市の販売実績をみると、モモが昨年比で２億２千万円の減少（24％減）と大きく落ち込み、
またここ数年順調に増収が続いていたブドウが減少（0.7％減）に転じるなど、主力のモモとブドウが病害
の影響を受けたことがその要因である。
〇遊休農地比率については、目標値より1.7ポイント低い11.9％だった。

森林環境譲与税を活用した森林整備

遊休農地の発生防止及び解消

南アルプスブランドの確立

基本事業

◆取組
・本市のイメージやフルーツに関する認知度を把握するアンケート
調査を実施（調査対象：首都圏）。
・本市フルーツのＰＲ動画を活用した認知度の向上（立川駅の街頭
ビジョン、市公式YouTube、ＪＡの販売促進イベントで動画を放映）。
・農産物特集雑誌「農産物・買Walker」への本市フルーツの広告を
掲載。
・フルーツの高品質化、ブランド化を推進するため、ブドウの雨よけ
施設の設置を支援。
・ＪＡや観光協会など関係機関とブランド化への取組方針を協議、そ
れぞれの役割を明確化。
◆課題
・南アルプスブランドの定義付けやブランド化に向けた取組方針の
設定。

・荒廃区分を細分化した遊休農地について、その状況に応
じた再生方法や活用方法を検討する。
・周辺の耕作状況を考慮した農地集約化の検討、企業誘
致を推進する。
・山間部介在農地の非農地化認定を促進する。
・県農地中間管理機構、農業委員会、ＪＡ南アルプス市等と
の連携事業を検討する。
・遊休農地解消モデル事業（市単独事業）の事業化に向け
た研究及び事業方針を検討する。

・認知度調査の結果を踏まえたＰＲ活動の方針を検討し、よ
り効果的なＰＲ活動の展開により認知度の向上に取組む。
・今年度に引き続きブドウの雨よけ施設の設置を支援し、ブ
ドウの高品質化に取組む。
・市やＪＡ等関係機関が連携し南アルプスブランドの確立に
向けた取組を推進する。

　
・櫛形地区及び甲西地区の意向調査の結果を踏まえた森
林整備（間伐等）を２０ｈａ実施する。
・白根地区の民有林の人工林を対象とした森林意向調査
を実施する。
　（対象者数：２２８名、筆数：７１９筆、面積１７９．６４ｈａ）
・山間部に介在する農地について、現況山林となっている
ものは一体的に森林整備ができるよう、県や農業委員会と
協議を進める。

（１）施策の基本方針

安定した所得が見込まれる農業への転換を支援することで、農業従事者の増加と農産物の生産性向上を促し、さらに、農地の保全につなげる。

◆取組
・農業委員会実施の遊休農地調査について、農地の荒廃区分を細
分化できるよう調査項目を調整中。また調査結果のデータベース化
を検討中。
・山間部に介在する荒廃農地（登記地目「畑」現況地目「山林」）の
非農地化について、その認定方法を県農政部及び農業委員会と
調整中。
・各課所管の遊休農地対策に活用できる事業の内容を精査、有効
活用に向け検討中。
・遊休農地の解消などの対策を検討する協議会等の設置に向け検
討中。
・県農地中間管理機構と連携した遊休農地対策について、業務内
容を協議中。
◆課題
・高齢化等に伴う農業者の減少による遊休農地の増加。
・現状の取組を踏まえた庁内推進体制の強化・構築（組織体制の見
直し）。

（２）時系列比較（どのように変化してきたか）

次年度（R4）の方針


